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０．事業概要                                        
 

● 事業目的              

公害防止対策では、年々強化されつつある各種環境規制に対応して、事業者に法規制のみでなく、

環境負荷低減に係る自主的な取組まで求められる現状にあり、その達成に向けた様々な取組が進めら

れてきている。 

令和 5 年度に実施した中小企業等産業公害防止対策調査では、公害防止対策に取り組む企業が抱え

る課題として人材・人手不足が挙げられ、対策として「省人化」、「作業時間の短縮」、「後継者育成」

等の必要性や「現場でのタブレット端末の使用」、「産業ロボット等の使用」等による、人的作業の機

械化を考えている企業が多く存在することが明確となった。 

また、各種環境規制には対応しているものの、公害防止関連設備への投資は優先順位が低く、修善

等による対応にとどまり、設備更新が進んでいない企業も多く、これらの企業において前向きな投資

のきっかけとなるよう、省エネ性能の高い公害防止関連設備・機器への更新等により、喫緊の課題で

あるカーボンニュートラルの実現に向けた取組と一体的に進めていくことも重要と考える。 

本事業では、中小企業者が産業公害防止対策活動を円滑に進めるに際し、企業の課題である人材・

人手不足対策に資するよう、公害防止に係る作業の効率化・省人化等の人手不足解消に効果のある取

組や機器・設備等の導入事例について調査するとともに、企業の公害防止関連設備への投資を促すた

め、企業の喫緊の課題であるカーボンニュートラル実現に資する省エネ性能の高い機器・設備への更

新等の事例について調査し事例集として公表することにより、我が国における産業公害防止対策の取

組を促進させる事を目的として実施した。なお、カーボンニュートラル実現に資する設備投資が公害

防止対策活動にもたらす効果についても調査し、報告書に取りまとめることとした。 

※本事業では、p.3 に示す通り、調査対象とする環境対策設備等※を工場等事業所に設置されている

「環境対策設備」および「環境対策が組み込まれた生産ライン」と設定している。 

 

● 事業概要              

（１）文献調査等【報告書１章】 

人材・人手不足対策に資する効果的な取組や機器・設備等の導入事例及びカーボンニュートラル

実現に資する省エネ性能の高い機器・設備への更新等の事例に加え、人手不足の深刻化、設備投資

の機運の高まりに関する社会全体の動向についても整理した。 

 

（２）アンケート調査【報告書 2 章】 

文献調査等の結果を踏まえ、製造業等（環境関連企業含む）を対象に、公害防止設備等において、

人材・人手不足対策に資する取組や機器・設備等の導入及び先進的な事例、カーボンニュートラル

実現に資する省エネ性能の高い機器・設備への更新等事例について調査した。 

調査対象 中国地域の製造業等（環境関連企業含む） 

回答数 202 社 

調査項目 

◇人手不足解消に効果のある取組及び機器・設備導入事例 

◇後継者育成・技術の伝承に関する取組事例 

◇カーボンニュートラル実現に資する設備導入・更新事例 
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（３）ヒアリング調査【報告書３章】 

文献調査及びアンケート調査を元に、人材・人手不足対策に資する効果的な取組や機器・設備等

の導入及びカーボンニュートラル実現に資する省エネ性能の高い機器・設備への更新等を行ってい

る企業を対象にヒアリング調査を実施した。 

 

実施数  12 社 

調査項目 

【環境対策設備の活用、設備更新、定期修理・メンテナンスに関する全体像】 

 ◇環境対策に関する、工場全体の設備や装置の構成及び全体像、特徴 

◇環境対策設備の運用・更新、定期修理･メンテナンスに関する体制、人材育成の取組状況 

◇上記取組の人材･人手不足対策への効果｡効果をもたらすための工夫例 

◇上記取組の副次的効果（省エネ･カーボンニュートラル効果、コスト削減、労働環境改善など） 

 

【今後の展開など】 

 ◇取り組む中での課題、今後さらに取り組みたいこと 

 ◇新しい技術・サービスの導入意向、導入に向けた課題や障壁 

◇人材・人手不足及び省エネ対策に効果的な設備 

 

 

（４）上記を踏まえた活用効果及び方策【報告書 4 章】 

調査結果を踏まえ、中小企業者が産業公害の防止・低減対策の活動を円滑に進めるに際し、人

材・人手不足対策に資する公害防止関連設備の導入や活用、効果的な取組の推進につながるよ

う、課題・影響等を整理し、地域の中小企業等の自主的な対応を促す取組について方策提言を行

った。 

 

 

（５）事例集の作成【報告書 3 章】 

（１）から（４）の内容も含め、人材・人手不足対策に資する取組や機器・設備等の導入事例に

加え、企業の公害防止関連設備への投資を促すため、カーボンニュートラル実現に資する省エネ性

能の高い機器・設備への更新等の事例についての実践イメージを掴みやすくするもの（〝自分たち

でもできそう〟）として、事例集を作成した。   
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Ⅱ．アンケート調査結果                                       

２-１．調査概要                                   

【実施概要】 

調査目的 

下記を把握するため、中国地域内の企業等を対象にアンケート調査を実施する。            

◇人材・人手不足に資する環境対策関連設備等の活用・導入状況、取組効果･課題 

◇カーボンニュートラルに資する省エネ効果の高い環境対策関連設備等を導入・更新を

行う企業の発掘 

調査対象、 

配布数・ 

回収数・ 

有効回答率  

○中国地域の製造業等（環境関連企業含む）     794 社に配布 

・岡山県 186（水島地区 86、岡山市内 100) 

・広島県 412（福山地区 239、大竹地区 5、広島市内 142、その他 26） 

・山口県 196（宇部･山陽小野田地区 93、周南･下松地区 79、岩国･和木地区 21、その他 3） 

○202 件回答/777 件送付（有効回答率 25.9％・794 通から未達 17 通を除外）。 

このうち、環境対策設備等を有する企業 162 件 

実施時期 2024 年 10～11 月 

調査手法 郵送配布、郵送回収ないしウェブでの回答 

 

【設問項目】   

問１. 

事業所概要など 

-1 企業全体プロフィール（所在地、本社所在地、製品･サービス、従業員数） 

-2 事業所について（所在地、従業員数、事業年数、事業内容、特定工場かどう

か、環境負荷低減･公害防止等に関連した認証） 

-3 必要な環境対策の取組について（設備対応、取組のみ、取り組んでいない） 

問 2. 

人材確保・育成の状

況、効果的な取組 

-1 事業所における人材不足の状況（評価、事業活動への具体的な支障内容） 

-2 最近 5 年間で行った人材不足対策（具体的内容、効果） 

-3 事業所における環境対策の後継者育成・技術伝承の取組状況 

・後継者育成・技術伝承の状況 

・後継者育成・技術伝承の取組内容 

・効果的な後継者育成･技術伝承の取組例（例を示して自由回答２件まで） 

-4 環境対策の後継者育成・技術伝承に取り組む際の課題（選択肢、自由回答） 

問 3. 

環境対策設備等の 

更新等投資の状況、

効果的な取組の 

具体例 

-1 事業所における環境対策設備等の保有状況（独立、連動も含めて） 

-2 事業所内の設備投資、設備更新計画に関する状況（設備全般について） 

・最近５年間の設備投資の実践状況 

・最近５年間で行った設備投資の取組目的 

・設備投資の具体的内容、設備名 

・今後５年間の設備投資の計画状況 

・設備投資に対する評価 

・あまり取り組めていない理由 

-3 計画的・効率的な投資及び更新、定期修理・メンテナンスの問題点・課題 

-4 最近 10 年間で省力化･省人化や省エネルギー対策（燃費改善、カーボンニュー

トラル等）にも効果を発揮した環境対策設備等の導入・更新例(２件まで） 

-5 工場等の人材不足に資する環境対策の取組及び設備導入を行う上で、 

あるとよい技術・製品・サービス 

○回答者ご連絡先 事業所名、記入者氏名・役職・連絡先電話番号・E-Mail 
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問 2-② 最近 5 年間で行った人材不足対策（具体的内容、効果）  

＊設備導入、製造工程や処理工程の改善、DX 導入・電子化に関する具体的な内容が複数みられ、省力

化に関する効果が多数みられた。また、資格取得の促進に関する回答もみられた。 

最近 5 年間で行った人材不足対策の具体的内容とその効果（例示） 

設備導入              

取組内容の概略 環境対策 具体的内容、効果 

集塵機 大気汚染・悪臭・粉じん 
2024 年に原料溶解設備周辺の粉塵飛散抑制のため、集塵機を設置し

た｡清掃作業負荷を軽減できた 

集塵機 大気汚染・悪臭・粉じん 
2022 年に工場で発生する粉塵を収集する集塵機および真空掃除機を設

置｡工場内の粉塵が大幅に削減され 粉塵清掃が省力化できた 

集塵モニター 大気汚染・悪臭・粉じん 
ダストモニターを高性能な製品に更新。バグフィルターのろ布点検が容易

になった 

レベルセンサー 大気汚染・悪臭・粉じん 
ダストサイロにレベル計を設置し、中央モニターで監視できるようにしたこ

とでサイロの実測作業が不要となった 

脱臭機 大気汚染・悪臭・粉じん 
匂いが気になるところを特定し脱臭機器を増設。 

匂いを低減し、作業負担を軽減 

作業ロボット 大気汚染・悪臭・粉じん ミックス粉製造プラントにパレタジングロボットを設置。作業員 1 名減 

排水センサー 生産排水・廃液 
排水口に水質センサー等々を設置し、開閉を自動化。現場での測定・開

閉作業が不要となり、省人化することができた 

排水センサー 生産排水・廃液 
液体染料の溶解作業において、レベルセンサー取付による自動計量装

置を導入。染料溶解作業の省力化になったが効果は未集計 

処理工程や生産工程の改善            
取組内容の概略 環境対策 具体的内容、効果 

有機則該当品の 

撤廃 
大気汚染・悪臭・粉じん 

有機則該当品の撤廃。有機則該当品を使用していた為、半年に 1 度、作

業環境測定を外部業者に依頼し実施していたが有機則非該当品へ切替

えを行い測定は不要となった為、測定時の立会いや有機溶剤作業主任

者の選任が不要となった 

設計方法の変更 大気汚染・悪臭・粉じん 
同時に共通パーツを使用する製品設計に見直すなどで製造の効率化が

進み 時短と共に溶接など環境負荷の高い作業の割合が少なくなった 

嫌気処理システム

の導入 
生産排水・廃液 

排水処理場の管理について、従来は好気処理のみで状態の把握が汚泥

の状態を見てという数値化出来ない所があったが、嫌気処理を増設する

ことで主要な管理部分が数値化され、合わせて PC による遠隔監視が出

来るようになった。作業負荷の軽減につながった 

粉体染料を 

液体染料に変更 
生産排水・廃液 粉体染料を液体染料に変更することで、染料溶解作業の省力化になった 

DX 導入・電子化               
取組内容の概略 具体的内容、効果 

排水処理施設の 

測定機器の DX 

排水処理施設内に水質センサー、液面計等々を設置しサーバーへの自動転送されるシステ

ムを構築した。測定と記録が不要になったため省人化することができた 

現場帳票電子化 

ツール 

紙ベースの点検記録表などを電子化できる現場帳票電子化ツール(カメラ機能有)を導入。 

今後、現場設備の運転記録作業の省力化 電子帳票による記録管理の効率化を図る計画 

遠隔モニタリング 

システム 

設備の稼働状況を遠隔でモニタリングできるシステムを構築。工場で稼働する設備の運転状

況を確認できるようになった。設備の予防保全にも活用でき、担当者の業務負担が低減した 

その他               
取組内容の概略 具体的内容、効果 

資格取得の促進 公害防止管理に係る従業員を増やし、資格取得を促し、資格保持者の賃金待遇を向上した 
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効果的な環境対策の後継者育成・技術伝承の取組の具体的内容 

＊研修・教育、資格取得の奨励、マニュアルの作成、OJT 教育について、独自の取組が多数回答され

ている。 

効果的な環境対策の後継者育成・技術伝承の取組の具体的内容（例示） 

研修・教育                  
概略 具体的内容 

社内研修の充実 一般・特定環境教育や環境関係法規制事例の社内研修等で従業員の知識の向上を図った 

社外研修の受講 管理者全員に、社外研修（環境管理者研修、環境法令研修会）を必ず受講させている 

グループ会社研修 グループ会社が実施している会議に参加し、環境対策についての情報を共有している 

他企業との情報交流 他企業との情報交換会や事業所情報連絡会等による積極的な情報交流を実施 

階級別教育、動画

教育プログラム 

教育計画に基づき、各階級での教育を実施。関係者が全員教育を受講できるように映像で残

し、各自の空いた時間で教育を受けられるようにする 

資格取得の奨励                  
概略 具体的内容 

目標値の設定 公害防止管理者の国家試験合格を目標に掲げ、一定数の資格取得者を確保 

費用負担 資格取得を奨励し、取得にかかる費用負担、通信講座の費用負担 

合格者へのインセ

ンティブ付与 
資格（環境関連含む）取得時、合格者祝金贈与制度がある 

賃金待遇の向上 資格保持者の賃金待遇を向上した 

マニュアルの作成                
概略 具体的内容 

動画マニュアル 業務内容を動画にしてマニュアル化。若手人材教育に活用 

ISO14001 の活用 ISO14001 のマニュアルを充実させて、技術伝承を行っている 

環境業務リスト 環境担当が「環境業務概要」をとりまとめ作成 

トラブル事例集 
過去の環境トラブル事例集を作成し、ベテラン、若手社員に教育現場での対応方法・スキル

アップに努めている 

トラブル対策に関す

る再発防止策 

環境対策設備等の異常が発生した際、再発防止対策を実施し、同事象を発生させない職場

作りに努めた 

対応フロー 
排水処理及び排ガス処理装置における、運転操作基準やトラブル発生時の対応フローを作

成し、技術継承を行っている 

評価システムによる

人材評価 

必要なスキルを一覧にしている。各項目でＯＪＴを実施し、評点を付け管理している。管理者

が変わったとしても、漏れなく教育することができる 

OJT 教育                  
概略 具体的内容 

OB による技術指導 OB の技術者を招いて指導を行っている 

トラブル対策のＯＪＴ

教育 

排水管理標準をもとに、工場の管理者がオペレーターを対象として年 1 回、現地で OJT 教育

を行い、排水トラブル発生時の訓練を行っている 

写真等と現地での 

トラブル対策確認 

排水処理場でのトラブル等、写真に残して現地で説明。管理値から外れた場合に発生する事

柄や対策を現地で説明 

内部監査の OJT 
内部監査員になる資格を得た候補者に対し、月に 1 度の環境会議への出席や内部監査の

実演など、OJT にて実践に近い教育を行っています 
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問 2-④ 環境対策の後継者育成・技術伝承における課題  

＊「育成・技術伝承に費やす時間がない」が 39.5%と最も多く、次いで「指導側のスキルが不足して

いる」(28.4%)、「指導できる社内人材がいない」(25.9%)と続く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
環境対策の後継者育成・技術伝承における課題の具体的内容 

＊企業の環境対策への意識が低いことや、教育プログラムが確立できていないこと、指導側の技術・

スキルが不足していること、人材が定着しないので技術伝承が進まないこと、OJT を行う時間がな

いことに関する回答が複数みられた。また、人材が少ないという回答も複数みられた。 

環境対策の後継者育成・技術伝承における課題の具体的内容（例示） 

分類 回答内容 

企業の環境対策への意識 業務としての関心が低く、重要性を理解できていない。 

が低い 

 

環境問題については環境に関する業務に従事する者だけではなく、従業員全員の理

解と協力が必要と考えていますが、その方法がなかなか難しいと考えています 

 そもそもの環境対策への理解度の高い人材がいない 

教育プログラムが 計画的に若手社員を育成、技術伝承する社内プログラムが確立出来ていない。 

確立できていない ISO14001 取得から 20 年以上経過してマンネリ化している 

 

後継者育成や技術伝承を行う際、マニュアルに則り実施するケースがあるが、マニュ

アル通りだと応用が効かない。だからと言ってマニュアルを逸脱した対応を容認する事

も出来ないので、受け手側のスキルを見極めて教育する難しさを感じる事がある 

指導側の技術・スキルが 指導する側に教える技術が無い 

不足している 環境の知見をもった次世代の育成について、指導できる社内人材が減少してきている 

 指導するべき役職者が育っていない。適正ある人物が少ない 

人材が定着しないので 技術の習得に時間がかかることで、これまで若手の人員定着がしにくかった 

技術伝承が進まない 人員の入れ替わりが多くあり、教育しても入れ替わるのでうまくいかない 

OJTを行う時間がない 自らの業務を行いながら片手間で技術伝承を行うため、思うように進まないのが現状 

 小人数運営ならではの役割分担が重なり、計画的な OJT 活動が出来ていない 

人材が少ない 担当者が実務に追われ、育成・技術伝承に費やす時間がない 

 若い人材の確保ができない。教えたくても人がいない。 

 掛け持ち業務が多く、専業で携わっていないので責任の所在も含め曖昧である 
 

39.5%

28.4%

25.9%

19.1%

14.8%

11.7%

11.1%

10.5%

6.2%

12.3%

11.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

育成・技術伝承にかける時間がない

指導側のスキルが不足している

指導できる社内人材がいない

計画的にOJTに取り組むことができていない

継承すべき技能を見極められていない

育成・技術伝承にかける費用がない

若手社員が技能やノウハウの習得に消極的

適切な社外プログラム、資格等がわからない

担当者間のコミュニケーションが難しい

その他

無回答

環境対策の後継者育成・技術伝承における課題(N=162)
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最近 5 年間で行った環境対策設備等の設備投資の具体的内容 

＊大気汚染･悪臭･粉じん対策については、集塵機等に関する設備更新や補修が多くみられたほか、脱

硫・脱硝に関する設備更新や点検、VOC 対策、測定機器の設置、排気ダクト等の設置、匂い対策な

どの回答がみられた。 

＊生産排水・廃液対策については、測定機器の設置や排水口の自動化、槽・タンクの改修、油回収装

置の設置、COD 除去設備の設置、フィルタープレス更新、共同排水処理設備の整備、嫌気処理設備

の設置など、多種多様な回答がみられた。 

＊その他の対策等としては、騒音対策や DX、点検作業に関する回答がみられた。 

最近 5 年間で行った環境対策設備等の設備投資の具体的内容（例示） 

大気汚染･悪臭･粉じん対策              
概略 具体的内容 

集塵機等 屋外ヤードの砂処理場を拡張および集塵機の設置 

集塵機等 工場内で発生する粉塵を収集する集塵機および真空掃除機を設置 

集塵機等 工場集約化の際に集塵設備付きの生産設備を導入 

集塵機等 電気集塵機補修工事 

集塵機等 集塵フィルターの交換 

集塵機等 集塵装置の維持・補修を行っている 

脱硫・脱硝 脱硝装置触媒の積み増し、脱硫装置ガスガスヒーター熱交換器部取替、脱硫制御装置取替 

脱硫・脱硝 脱硝触媒の更新 

脱硫・脱硝 排煙脱硫・脱硝装置の定期自主検査(設備開放点検・補修作業等) 

VOC 対策 機械加工設備の機械加工における油煙の回収装置の設置 

VOC 対策 有機則非該当用 IJP 装置の導入 

VOC 対策 タンクを浮き屋根式から内部浮屋根式化に改造(VOC 蒸散低減) 

測定機器 大気汚染常時監視システム等の設備更新 

測定機器 高性能ダストモニターへの更新（石炭バグフィルター） 

排気ダクト等 局所排気装置 

排気ダクト等 アルミ溶射設備の粉塵排気装置の更新 

匂い対策 倉庫とニス場を新設（匂い対策） 

生産排水・廃液対策                 
概略 具体的内容 

測定機器 排水計器の更新（全燐・全窒素・UV 計） 

排水口 排水口の自動化 

槽・タンク 生物処理槽の外壁補強を行い、漏洩予防 

油回収装置 マシニングセンターのオイルミスト防止のため、オイルミストコレクターを付加 

COD 除去設備 COD 除去装置の導入。排水中の COD を除去する設備を追設 

フィルタープレス フィルタープレス型汚泥脱水機の更新 

共同排水処理設備 隣接事業所との共同排水処理設備の設置 

嫌気処理設備 嫌気処理設備の増設、既設の好気処理設備へ膜処理設備の追加 

その他の対策等                
概略 具体的内容 

騒音対策 ガソリンフォークリフトから電気リフトへ更新することで騒音対策になった 

DX 機器の稼働状況のデータ収集と見える化を行い、状況等確認を遠隔でできるようにした 

点検作業 現行設備のオーバーホール 

点検作業 毎年、定期修理（各法令に従った定期点検）を実施する。 
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問 3-②-6 設備の更新・新規導入投資に取り組んでいない理由 

＊「投資に見合う採算確保が期待できない」が 59.1%と最も多く、次いで「自社に合った環境対策設

備等が見つからない・わからない」(36.4%)、「生産ラインやユーティリティ設備の投資を優先」

(34.1%)と続く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 3-③ 計画的・効率的な投資及び更新、メンテナンスを進める上での問題点・課題  

＊「故障・事故等のトラブルの予防・予兆保全」が 48.0%と最も多く、次いで「高経年設備対応、延

命」(46.4%)、「故障の再発・未然防止」(35.2%)、「担当者の後継者育成」(32.8%)、「省人化、作業

時間の短縮、人に頼らない設備化」(32.0%)と続く。 

 

 

 

 

 

  

59.1%

36.4%

34.1%

11.4%

9.1%

9.1%

11.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

投資に見合う採算確保が期待できない

自社に合った環境対策設備等が見つからない わからない

生産ラインやユーティリティ設備の投資を優先

投資のための借入等見通しが立たない

社内体制が不十分である

その他

無回答

最近５年間で行った環境対策設備等の設備投資に取り組んでいない理由(N=44)
※環境対策設備等の更新・新規導入投資について

 実施しているが不十分である  全くできていない のいずれかに回答した者のみ

48.0%

46.4%

35.2%

32.8%

32.0%

28.8%

22.4%

15.2%

15.2%

12.0%

10.4%

9.6%

8.0%

10.4%

0.8%

3.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

故障・事故等のトラブルの予防・予兆保全

高経年設備対応、延命

故障の再発・未然防止

担当者の後継者育成

省人化、作業時間の短縮、人に頼らない設備化

故障・事故等のトラブル回数の減少

省エネ対策、カーボンニュートラル対応

計画的な設備のマネジネントサイクルの確立

設備・装置の処理能力向上

設備に関する各種データ活用・分析

環境対策の技能・ノウハウ確立

外注業者の発掘、選定

経営層の意識啓発

特にない

その他

無回答

環境対策設備等の計画的・効率的な投資 更新、      における問題点・課題(N=125)
※環境対策設備等を持っている者のみ
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問 3-④ 最近 10 年間で省力化・省人化や省エネルギー対策に効果を発揮した環境対策設備等の

導入・更新例  

＊大気汚染･悪臭･粉じん対策については、省力化・省人化に関するものと、省エネルギー対策（VOC 対

策に関するもの、集塵機の更新）に関する回答がみられた。 

＊生産排水・廃液対策については、省力化･省人化及び省エネルギー対策の双方に効果がある回答を除

き、省力化･省人化に関する回答が多くみられた。 

＊その他では、設備更新による省人化、トップランナー品採用によるエネルギー効率化に関する回答

がみられた。 

最近 10 年間で省力化・省人化や省エネルギー対策に効果を発揮した環境対策設備等の導入・更新の 

具体的内容（例示） 

大気汚染･悪臭･粉じん対策              
効果 具体的内容 

省力化 省人化 
2022 年に工場内で発生する粉塵を収集する集塵機および真空掃除機を設置。工場内の粉塵

が大幅に削減され、粉塵清掃が省力化できた 

省力化 省人化 
ダストサイロにレベル計を設置し、中央モニターで監視できるようにしたことでサイロの実測作

業が不要となった 

省エネルギー対策 
塗装材の脱脂処理において溶剤（シンナー）を強アルカリ電解水に代替し 廃溶剤のゼロ化を図っ

た 

省エネルギー対策 
溶剤回収工程の蒸留塔の還流比を低減することで、リボイラーでの使用蒸気量を削減。また、

蒸留塔の小改造により、分離能を向上させ、化学物質の大気放出ロスを低減した 

省エネルギー対策 集塵機をインバータ付に更新。消費電力を低減することが出来た 

生産排水・廃液対策                 
効果 具体的内容 

省力化 省人化 

省エネルギー対策 

鏡面研磨排水を通常の表面処理ラインから分離させる設備を導入したことで、ろ過処理のみで

下水道へ放流できるようになった。 

導入前は、表面処理ラインの排水と一緒に処理していたので、処理時にかかる電気代や処理

に必要な薬剤、処理した後の残さの委託処理などがあったが、不要になった 

省力化 省人化 
プラント排水出口への TOC 計設置及び回収設備設置による、監視の自動化及び異常時の措

置の省力化 

省力化 省人化 加工機のミストイーター増設による加工機及び周辺機器の清掃頻度の削減 

省力化 省人化 
屋外にある廃液ピットにレベル計を設置した。室内から遠隔監視できるようになったことに加

え、廃液レベルによる管理方法を明確化できた 

省力化 省人化 

発電設備更新工事に伴い新たに排煙脱硝・脱硫設備及び専用の排水設備を導入。 

各設備運転操作については、集中遠隔監視システムにより省人化及び、設備監視の効率化を

図ることが出来た 

その他                  
効果 具体的内容 

省力化 省人化 老朽化設備の代替により省人化もあわせて行った 

省エネルギー対策 設備更新時のトップランナー品採用によるエネルギー効率化 
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問 3-⑤ 工場等の人材不足に資する環境対策の取組及び設備導入を行う上で、 

あるとよい技術・製品・サービス  

＊大気汚染･悪臭･粉じん対策については、測定機器に関する回答がみられた。 

＊生産排水・廃液対策については、測定機器や監視システム、処理の難しい物質の適正処理、排水処

理が不要になる工作機械などの回答がみられた。 

＊その他では、DX・自動化、環境対策に関するコンサルティング、安価な設備、その他新サービスに

関する回答がみられた。 

最近 10 年間で省力化・省人化や省エネルギー対策に効果を発揮した環境対策設備等の導入・更新の 

具体的内容（例示） 

大気汚染･悪臭･粉じん対策              
効果 具体的内容 

測定機器 空気中のあらゆるものを測定できる測定器 

測定機器 工場から大気へ排出する排気ガス等を常時監視できる測定機 

生産排水・廃液対策                 
効果 具体的内容 

測定機器 水質及び大気で規制されている物質が全て把握（検出）できる簡易センサー 

測定機器 廃水中の有機物、窒素濃度を「連続」して測定できる簡易センサー 

測定機器 超低濃度の残留塩素が測定できる計器 

監視システム 廃水処理装置の 24 時間無人管理 

監視システム 
排水処理設備の全自動化、無人監視システム。 

主要設備の運転状況を数値化し分析をおこない、異常を検知・自動修正できるシステム。 

処理の難しい物質 

の適正処理 

ほう素を含有する排水を処理するときにほう素を効率よく安価に処理できる技術。 

イオン交換樹脂での処分を検討したが、イニシャルもランニングもコスト高で断念した。 

現状は希釈しながら少しずつ処理している。排水の一時保管場所の確保など課題が多い。 

処理の難しい物質 

の適正処理 
廃液中の脱塩装置 

排水処理が不要に 

なる工作機械 
機械で使用する切削油を交換しなくてもよい装置。潤滑油が不要な機械等 

その他                  
効果 具体的内容 

DX・自動化  AI・IoT の導入による、環境への監視強化 

DX・自動化 AI 技術を活用した設備異常検知及び、運転支援システム 

DX・自動化 ファクトリーオートメーション化。プラントの無人操業化,ロボットの活用 

DX・自動化 
クラウドを利用して計器の遠隔監視・データ保存・警報発報及び複数計器の数値を組み合わせ

て算出した数値の出力 

コンサルティング 環境管理の人材育成に関するコンサルティングのサービス 

コンサルティング 定期修理・メンテナンス全般をサブスク対応できるサービス 

コンサルティング 法令に則って適正な設備の見直しなどが行えるコンサルティング 

コンサルティング 
工場全体の化学物質やエネルギーロスをトータルで可視化した上で、その削減ための具体的

な改良施策を提案できるようなパッケージ化された現場改善サービス 

安価な設備 低コストの設備 

その他新サービス 無料出張サービス。環境対策まで手が回らないので 

その他新サービス リース・レンタルで貸し出しできる環境対策設備のさらなる普及 

その他新サービス 他社での環境対策及び設備導入の実例を配信してくれるサービス 

その他新サービス 複雑かつ難解な法令を容易に理解（把握）できるシステムまたはサービス 
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２-３．アンケート結果まとめ                                   

環境対策にかかる取組状況 

・ 環境対策に関する人材不足の課題があると考える企業等が 53.7%。 

・ 環境対策の後継者育成・技術伝承の取組が十分できていると評価する企業等は 14.8%に止まる。 

・ 設備導入、製造工程や処理工程の改善、DX導入・電子化による省力化の取組を実施。また、研修・教育、

資格取得の奨励、マニュアルの作成、OJT 教育に関する独自の取組で、後継者育成・技術伝承を実施。 

・ 環境対策の後継者育成・技術伝承に費やす時間がないこと､指導側のスキル不足･不在、企業全体の環

境対策への意識の低さ、教育プログラムの確立、人材が定着しないことによる技術伝承の停滞などが課

題。 

＊ 環境対策について、53.7％が人材不足の課題があると回答しており、その具体的内容として、環

境対策に関する専門人材の不足・不在、環境対策の技術伝承・人材育成の停滞、環境対策が後回し

になっている状態に加え、生産活動にも影響が出ているという回答もみられた。（問 2-①） 

＊ 環境対策の後継者育成・技術伝承を実施している企業等は 74.1％を占める一方で、自社の取組

評価として「十分実施できている」への回答は 14.8％に止まり、十分できていないと評価する企

業等が多くなっている。（問 2-③-1、問 2-③-2） 

＊ 環境対策の人材不足の取組としては、設備導入、処理工程や生産工程の改善、DX 導入・電子化

に関する具体的な内容が多く、省力化に関する効果が多数みられた。また、効果的な環境対策の後

継者育成・技術伝承の取組として、研修・教育、資格取得の奨励、マニュアルの作成、OJT 教育に

関する独自の取組に関する回答が多数みられた。（問 2-②、問 2-③-3） 

＊ 環境対策の後継者育成・技術伝承の課題として、育成・技術伝承に費やす時間がないことや､指

導側のスキル不足及び不在、企業全体の環境対策への意識の低さ、教育プログラムの確立、人材が

定着しないことによる技術伝承の停滞などの指摘があった。（問 2-④） 

 

環境対策設備等の設備投資及び設備投資計画に関する取組動向 

・ 最近 5 年間で設備投資及び設備投資計画を実施している企業等は 71.2%。既存設備の維持・補修や

設備の代替に加え、省エネルギー対策、省力化・省人化、IT 化・DX 関連、コスト削減など、多様な目的

で実施する企業等が多い。 

・ 環境対策設備等の更新・新規導入の取組が十分できていると評価する企業等は 44.8%。 

・ 大気汚染･悪臭･粉じん対策、生産排水・廃液対策に関する様々な設備投資等が取り組まれている。 

＊ 環境対策設備等を保有する企業等のうち、最近 5 年間で設備投資及び設備投資計画を実施してい

る者は 71.2%で、既存設備の維持・補修や設備の代替に加え、省エネルギー対策、省力化・省人

化、IT 化・DX 関連、コスト削減など、多くの企業が多様な目的をもって取り組んでいる。（問 3-

②-1、問 3-②-2） 

＊ 環境対策設備等の更新・新規導入に関する自社の取組について「十分実施できている｣が 44.8％

と、後継者育成・技術伝承に比べると評価はやや高くなっている。（問 3-②-5） 

＊ 最近 5 年間で行った環境対策設備等の設備投資等として、大気汚染･悪臭･粉じん対策について

は、集塵機等に関する設備更新や補修、脱硫･脱硝に関する設備更新や点検、VOC 対策、測定機器

の設置、排気ダクト等の設置、匂い対策、生産排水・廃液対策については測定機器の設置、排水口

の自動化、槽・タンクの改修、油回収装置の設置、COD 除去設備の設置、フィルタープレス更新、

共同排水処理設備の整備、嫌気処理設備の設置などの回答がみられた。（問 3-②-3） 
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環境対策設備等の設備投資及び設備投資計画に関する問題点・課題、今後の取組動向 

・ 今後 5 年間で設備投資を行う意向がある企業等は 64.0%。 

・ 費用対効果が期待できない、自社に合った環境対策設備等が見つからない・わからない、生産ライン

やユーティリティ設備の投資を優先などの理由で、設備投資に取り組めていない企業等が多い。 

・ 今後の設備投資として､故障・事故等のトラブルの予防・予兆保全、高経年設備対応、延命、故障の再発・

未然防止､担当者の後継者育成、省人化・作業時間の短縮・自動化・DX を課題にあげる企業等が多い。 

・ 測定機器、生産排水・廃液対策に関する監視システムや処理の難しい物質の適正処理、排水処理が不

要になる工作機械、DX・自動化、環境対策に関するコンサルティング等の活用意向がある。 

＊ 環境対策設備等を保有する企業等のうち、今後 5 年間で設備投資を行う意向がある者は 64.0%

で、大気汚染･悪臭･粉じん対策や生産排水・廃液対策に関する様々な取組に加え、工場の集約化に

合わせた環境対策の強化、DX による見える化、付帯設備更新などの回答がみられた。（問 3-②-4） 

＊ 設備の更新・新規導入に取り組めていない理由として、投資に見合う採算確保が期待できない、

自社に合った環境対策設備等が見つからない・わからない、生産ラインやユーティリティ設備の投

資を優先等の回答が多くみられた。（問 3-②-6） 

＊ 投資及び更新、メンテナンスを進める上での問題点・課題として、故障・事故等のトラブルの予

防・予兆保全、高経年設備対応、延命、故障の再発・未然防止、担当者の後継者育成、省人化・作

業時間の短縮・自動化・DX に関する回答が多くみられた。（問 3-③） 

＊ あるとよい技術・サービスとして、大気汚染･悪臭･粉じん対策については測定機器、生産排水・

廃液対策については、測定機器や監視システム、処理の難しい物質の適正処理、排水処理が不要に

なる工作機械、その他、DX・自動化、環境対策に関するコンサルティング、安価な設備、その他新

サービスに関する回答がみられた。（問 3-⑤） 
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Ⅲ．事例ヒアリング、事例集の作成                                                                   

３-１．実施概要、事例集の構成                            

（１）実施概要                                

アンケート調査を元に、人材・人手不足対策に資する環境対策の取組や機器・設備等の導入事例

を対象にヒアリング調査を実施。 

また、事例を整理するに当たり、「取組検討に向けて抱えていた課題」と「課題解決の工夫」、「課

題解決によってもたらされた効果」を意識しながら事例集を作成した。  

【事例リスト】 

設備・システムの更新、新規導入                             

1 多機能フィルター(株)  
集塵機と真空掃除機の同時導入で、粉塵処理の作業時間を大幅に削

減。増産体制にも寄与している。  

2 山陽太平洋ライム(株)  
メーカーと綿密なコミュニケーションを図りながら、環境対策の省人化

に装置の導入・更新を実践。 

3 ジャパンファインスチール(株) 
排水処理関連の作業を自動化。 

より確実な排水処理に関する監視を実現している。 

4 瀬戸内共同火力(株) AI・ビッグデータを活用した運転・保守の高度化・省力化を推進中｡ 

工程改善をともなう設備導入                                      

5 堂本食品(株) 
既存の排水処理施設に嫌気処理設備を増設することで、省人化と産業

廃棄物の削減、省エネ、コスト削減を実現。増産体制にも寄与している。 

6 カイハラ産業(株) 
粉体染料から液体染料への切替えが、省人化のほか、環境負荷低減､カ

ーボンニュートラル、コスト抑制、職場環境改善にも貢献。 

7 (株)野村鍍金 福山工場 
増産体制に向けて、加工作業別に排水処理ラインを一部分離させる設

備等を導入。コスト削減や省人化、カーボンニュートラルにも貢献。 

技術伝承に向けた人材育成                              

8 JFE ロックファイバー(株) 
排水管理におけるトラブル発生時の処理方法を全員参加の実地訓練で

技能検証。集塵機を設置し､作業短縮と職場環境改善を実現｡ 
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３-３．整理した各事例                             

次頁以降の通り。 
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４．公害防止関連設備における人材・人手不足対策に資する取組設備等導入の取組ポイント    

４-１．公害防止関連設備における人材・人手不足対策に資する取組設備等導入の取組ポイント                                                  

事例を通して、環境対策を行うに際し課題となる人材・人手不足対策、取組がもたらす副次的効

果、課題解決のための工夫・条件について、下記のポイントがあると考えられる。 

事例集に掲載した 8事例のそれらポイントについては、次ページの表の通りにまとめられる。  

① 環境対策を行うに際し課題となる人材・人手不足対策とは 

環境対策を行うに際し人材・人手不足等の課題があり、課題解決に資する様々な対策が取り組まれて

おり事例では以下の項目における取組を実践している。 

設備投資による ●作業時間短縮（高性能の設備の導入・更新） 

省人化 ●リアルタイム監視（夜間・休日を含めて 24 時間監視する） 

高度な作業への ●専門作業等の外注（作業員では難しい判断を専門業者へ外注し、作業を充足させる） 

対応、標準化 ●作業の標準化（作業の手順や方法・ノウハウを明確にすることで、統一化を図る） 

 ●技能継承（ベテラン作業員が持っている知識・ノウハウを後継者に伝える） 

 

② 取組がもたらす副次的効果 

紹介する事例においては、課題解消に向け、設備・システムの更新・導入や人材教育を行うことで、生産

性向上、コスト削減など、「副次的効果」を得ている。 

これらの効果を通して、結果的には顧客満足度や企業ブランド力を向上させ、ひいては離職率低下や

リクルーティングにもつながるものと考えられる。 

環境対策強化 ●環境負荷低減（廃棄物の削減など、当初の対策とは別の効果をもたらしている） 

 ●カーボンニュートラル（電力や蒸気などエネルギー消費量削減につながっている） 

経営改善 ●コスト削減（原材料やエネルギーなどランニングコストの削減に寄与している） 

 ●生産効率アップ（増産体制に寄与している） 

 ●職場環境改善（執務空間の改善、勤務時間の改善につながっている） 

 ●誤作動、誤操作の防止（予想外のトラブルやヒューマンエラーの発生を未然に防ぐ） 

 

③ 課題解決のための工夫・条件 

取組による効果をもたらすためには、実用化に向けた検証や人材教育、企業の環境に対する高い意識、

プレイヤーの設定など、様々な工夫や条件が必要だといえる。 

●実用化に向けた徹底検証を行う 空間の検証、省スペース化 

 取組効果の数値化 

 設備等のテスト利用による検証 

●人材教育を効果的に進める わかりやすいマニュアル等文書の作成  

 座学と実践をペアで行う 

●環境への意識を高く持っておく 環境への意識の高い経営層が判断 

 厳しい環境基準の設定 

●取組や設備導入を検討する人材を 全社、工場全体で取り組む 

適切に設定・確保しておく 設備メーカーとの徹底協議 

●補助金を活用する 補助金の活用 
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４-２．省エネ効果・カーボンニュートラル対応が高まる環境対策設備                 

省エネ効果・カーボンニュートラル対応への社会的ニーズの高まりにともない、ヒアリング先の中

で特に排水処理設備についてはニーズへの対応が進んでいる。以下は、水処理装置メーカー※にヒア

リングした内容を示す。 

 

※(株)愛研化工機／(株)愛研アクアテクノロジー 代表取締役 岩田 佳大 氏 

https://www.aiken-h2o.com/  

 

1.近年の排水処理にかかる技術・装置・サービスの開発等における 

省エネ効果・カーボンニュートラル対応の動向 

・国内の環境対策市場を取り巻く環境として、「カーボンニュートラル・SDGs の機運の高まり」や、「工

場全体のソリューション提案のニーズの高まり」、「人材の不足」、「人口減少の影響による生産量減へ

の対応」の４つがあげられる。 

・それを受けて、排水処理にかかる技術・装置・サービスとしては、①DX による新たなシステム・サ

ービスの提案（効率的処理、オペレーションの容易性など）や、②カーボンニュートラルや SDGs の

ニーズに沿った新たな価値提案（例えば、廃熱回収して再利用するなど）、③水処理以外のユーティリ

ティを含めた工場全体へのソリューション提案の３つの展開が求められているものと考えられる。 

・これら３つのうち、「②カーボンニュートラルや SDGs のニーズに沿った新たな価値提案」は省エネ

やカーボンニュートラルに直接つながるものと言える。また、「③水処理以外のユーティリティを含め

た提案」についても、工場全体でのエネルギー活用収支を考えるなどして、省エネやカーボンニュー

トラルにつながることもあると言える。  

・新設される工場は決して多くはない中、民間企業においては、コンプライアンス対応や省スペース、

工場再編、省力化などのニーズが高まる中で、これらの省エネ効果・カーボンニュートラル対応につ

ながる排水処理ソリューションは今後、市場見込みが高いものと思われる。 

 

 

2.省エネ効果・カーボンニュートラル対応があると期待される排水処理関連の技術・装置・サービス 

・大きくは３つがあげられる。 

・まず、「汚泥等の発生量削減」に関する技術があげられる。汚泥の減量化や発生量削減にともない、廃

棄物が削減し、処理コストの削減効果が高いことから、多様な技術・装置・サービスの開発が進み、

注目度は高い。こちらは、汚泥の焼却や消化、乾燥にかかる過程が減ることにより、例えば脱水機の

稼働時間短縮、脱水汚泥の運送回数減少などの効果がみられ、結果的に省エネ効果・カーボンニュー

トラル対応につながる可能性がある。 

・嫌気処理（酸素を嫌う生物を用いる方法）においては、嫌気性微生物の働きによって有機性物質が分

解され、メタンガス（CH4）が発生する。このガスを工場内で「再生可能エネルギーとして活用」す

る取組も進みつつある。但し、工場等においてエネルギー利用する場所とのマッチングが求められる。 

・新しい設備を設置するスペースがあまりない企業等は多く、高効率な生物処理技術を用いることで処

理能力を向上させ、従来設備より「設置スペースをコンパクト化」した装置・システムもニーズが高

い。こちらは、装置や水槽をコンパクトにすることで必要な動力を減らすことができるため、省エネ

効果・カーボンニュートラル対応につながる可能性がある。 
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3.省エネ効果・カーボンニュートラルにも対応する環境対策設備の製品例 

(株)愛研化工機の嫌気処理装置を導入した 2事例では、下記の通りに高い省エネ効果が得られる 

試算結果となっている。 

 

【某食品会社①】 

省エネ効果 ・ 導入前電力量：5,291（kWh/d）  → 導入後電力量：1,684（kWh/d）【68.1％減】 

創エネ効果 ・ １日のバイオガス発生量：2,376（Nm3/d） 

・ １日の発電量：5,760（kWh/d） 

⇒発電量が導入後の電力量を上回るため、余剰電力（4,076（kWh/d））が発生 

 

【某食品会社②】 

省エネ効果 ・ 導入前電力量：4,264（kWh/d）  → 導入後電力量：1,474（kWh/d）【65.4％減】   

創エネ効果 ・ １日のバイオガス発生量：650（Nm3/d） 

・ １日の発電量：1,654（kWh/d） 

⇒発電量が導入後の電力量を上回るため、余剰電力（180（kWh/d））が発生 
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